Media Liability for Publication of Advertising by 棚村 政行
論 説
メディアの媒体責任


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































さらには、Pittman v.Dow Jones & Co.
(58)
事件では、ウオールストリー
(54) See 58AM JUR 2d Newspapers, Periodicals, and Press Associations ?11
(West Supp.2002).
(55) Yuhas v.Mudge,129N.J.Super.207,322A.2d824(N.J.App.Div.1974).
(56) Id.at 210,322A.2d at 825.
(57) Suarez v.Underwood(103Misc.2d445,255N.Y.S.2d208(N.Y.Sup.Ct.
1980).




























為の予見可能な結果（foreseeable consequence of media conduct）であると
































(60) Blinick v.Long Island Daily Press Publishing Co.,Inc.,323N.Y.S.2d853
(Civ.Ct.1971).








































Norwood v. Soldier of Fortune
(65)



















(63) See Note supra note28,at462;Kertz&Ohanian,Recent Trends in the Law
 
of  Endorsement  Advertising : Infomercials, Celebrity Endorcers  and
 
Nontraditional Defendants in Deceptive Advertising Cases,19HOFSTRA L. REV.
603,640-45(1991).
(64) See 58AM JUR 2d Newspapers, Periodicals, and Press Associations ?12
(West Supp.2002).
(65) Norwood v.Soldier of Fortune(651F.Supp.1397(W.D.Ark.1987).


























(67) Braun v.Soldierof Fortune Magazine,968F.2d1110(11th Cir.1992),cert.
denied,113S.Ct.1028(1993).
(68) See Note, Thick Veils and Undrawn Lines; Einmann v. Soldeiers of
 












































体による CM の特殊性等諸般の事情を考慮して、CM 内容や CM の広告
主の業務、実績等を調査確認すべき法的義務があるかどうか、どの範囲で
負担するかどうかを個別具体的に決すべきであろう。
また、これに関連して、⑧判決は一般的な法的義務を否定するために、
日本民間放送連盟放送基準や新聞広告審査協会の広告審査基準等は民放連
内部における放送倫理確立のための自主基準や内部の業務遂行のための自
主基準にすぎないと説示している。
この点についても、繰り返すことになるが、民放連放送基準は放送法３
条の３に法令上の根拠をもつものであり、自主規制基準とは言っても、テ
レビ等の媒体としての強い影響力と特殊性を考慮し、考査の基準も実施体
制も整備充実してきている。テレビ広告でも、広告関連法規とともに、単
なる内部的自治規範という性格だけではなく、社会に広く公表され、CM
契約の締結拒否などの制裁機能ももち、法的紛争となった場合に自治領域
とはいえ実質的には慣習法化し、法的な注意義務の存否や内容を確定する
ための重要な判断指標として機能しているといってよい。
さらには、五の⑵で詳細に検討したように、テレビ放送事業者は、メデ
ィア広告の契約構造や CM 放送の特殊性等から、法的義務として、各段
階ごとに視聴者に不測の損害を与えないように細心の注意を払う義務を負
担していたもので（段階的注意義務論)、これに違反していることは明らか
であろう。
年）参照。
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⑧⑨判決は、日本コーポ事件での判断枠組みにしたがい、原則として広
告媒体には注意義務は発生しないが、特別の事情があり、損害発生が予見
された場合には、例外的に調査義務違反で不法行為責任を負うと判示し
た。しかしながら、特別事情論に対して言えば、テレビ局は、全国各地に
情報網を有し、専門的知識や経験をもつ人材を擁し、かつ新聞と比べて契
約数も限定され、⑧の事案のように放送料収入も月2300万円ときわめて高
額であって、調査能力、調査の負担等の点からみても、広告主やその業務
内容を調べ情報収集をすることはきわめて容易なことであったいわなけれ
ばならない。
また、コマーシャル放送や広告と詐欺的商法により被害者が蒙った損害
との相当因果関係の存否についても、⑧判決はきわめて消極的否定的な判
断をした。
しかし、すでに述べたように、テレビのコマーシャル放送は、印刷媒体
の広告と異なり、強烈なインパクト、映像と音声による強い印象づけ、情
報の受け手の取捨選択の少なさなど広告効果や取引誘導効果は絶大で、放
送法も広告放送の規制に条文全体の42%を割いているほどである。また、
精神的不安や経済的需要を満たしたい人々にとって、広告は、広告主と接
するための重要な因子であり、かつ、広告主による受け手に対する優越的
地位のもとで、広告主と接触した受け手は詐欺や損害を蒙るように誘導さ
れ易い。このような広告や放送の影響力や効果を一般に認識予見している
がゆえに高額の広告料や放送料を収受しているといえ
(70)
よう。
したがって、テレビメディアの視聴者に対する影響力の強さ、放送基準
の審査体制の強化、高額な放送料収入の収受、一般の視聴者に対する高い
信頼と評価、それに応えるべき責任の大きさ、媒体としての価値の向上、
情報の受け手の選択度の低さなどの事情からも、コマーシャルの視聴と出
(70) 都総合法律事務所編『広告の法理』362～363頁（1998年)。なお、電通の調べ
によると、雑誌新聞など印刷媒体とテレビなどの電波媒体の重複利用により、広告
対象商品やサービスの購入行動に走った者は３～５倍にものぼったという。
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捐との間には原因と結果の関連性は十分に認められ、事実的因果関係はあ
ると言うべきであろう。
そして、①媒体が広告主とは別に、この者の表示と認めうる広告掲載や
CM 放送をしたこと、②表示の意味が媒体においてコマーシャルや広告を
誘因として取引行為に誘導する大きな役割を果たしたこと、③コマーシャ
ル放送の視聴者や広告の読者として、広告主と取引することが CM ･広告
内容や社会的経済的信用からみて良い結果をもたらすものであると信頼し
たこと、④そのような客観的外形的表示をすることについて積極的に関与
し承認を与えたこと、⑤表示に対する報酬を得ている場合、表示とこれに
対する信頼保護の観点
(71)
から、また広告主とは独立した広告主類似の責任、
広告主の不法行為の幇助者として民法719条による共同不法行為による連
帯責任が認められなければなら
(72)
ない。
仮に百歩譲って、メディアの CM や広告をきっかけに詐欺的商法や取
引に引き込まれた被害者にも、軽率に信頼を寄せて取引や契約を締結した
被害者側の過失があるとすれば、相当因果関係で一切の責任を切り捨てる
のではなく、この過失を考慮して損害の公平な分担という見地から過失相
殺の法理で妥当な賠償額を調整するとか、広告主と媒体社の共同不法行為
として捉え、事実的因果関係は一応見つめつつ、媒体社側の損害発生に対
する寄与度に応じた範囲の応分の責任にとどめる余地はあろうと思われ
る。
いずれにしても、現代の高度な情報通信社会、デジタル社会では、メデ
ィアや媒体を通じて日々の生活に密着した生活情報から、取引を誘導する
経済情報、投機的情報までじつに多彩で広範な情報が瞬時かつ大量に提供
され、情報の受け手である一般の人々は、十分な取捨選択の自由が与えら
(71) 東京地判昭和60．６．27判時1199号94頁参照。浦川道太郎「広告を信頼して分譲
地を購入した者の損害と、広告を掲載した月刊誌発行者の責任」判タ619号69頁
（1986年）は、表示者側の表示に対する帰責と、表示の受領者側の表示に対する信
頼保護の問題だとする。
(72) 長尾治助「広告関与者の不法行為責任（上)」NBL394号９頁。
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れていないことも少なくない。メディアが今日の社会での情報の自由な流
通に貢献し、自由な市場経済社会、民主主義社会においてはきわめて重要
な役割を果たしていることは疑いの余地がない。とくに、経済的情報、営
利情報の流通･普及も、一般の人々の消費、交渉、啓発教化、見識ある資
金配分、責任ある意思決定を促進する重要な役割を果たしている。しかし
他方で、他人の権利を広範かつ深刻な形で侵害したり犯罪や違法行為の行
われる可能性が高い営利広告やメディアを使った詐欺商法については、広
告主のみならず、広告媒体も一定の要件のもとに、広告内容の真実性や広
告主の事業に関する掲載時の調査確認義務、事後の注意警告義務等の段階
的注意義務を負わせたり、広告や放送内容や広告に伴う違法行為の防止や
広告情報の適正化のために一定の厳格な法的責任を課すことも許されよ
う。
以上のように、本稿では、メディアの媒体責任をめぐる最近の判例･学
説を整理し、若干の私見を述べた。今後は、媒体と情報との連結行為を行
う、媒体業者、広告主、広告業者など関与者の関与の形態と実態に即した
法律構成のあり方について、より精緻で説得力ある分析と検討がなされな
ければならない。また、広告による商品や取引の推奨者の法的責任、イン
ターネット広告と関係業者の法的責任、パソコン通信業者とプロバイダー
の責任などニューメディアと媒体責任などの新たな問題領域の拡大という
現象が見られ、情報環境の多様化と社会関係の複雑化が急速に進む中で、
活字媒体だけでなく、電子媒体、電波媒体の影響力とその特性、紛争の発
生状況や実態の変化からみた新たな媒体責任論を構築する必要があろう。
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